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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月29日に提出いたしました第52期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）有価証券報告書の記載事項の一部

に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   を付して表示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 

  

第４【提出会社の状況】 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  （訂正前） 

 当社の監視機構は、①取締役会、②監査役会、③監査室、④会計監査人、⑤顧問税理士、弁護士、であります。 

①取締役会 

 取締役会は業務の意思決定、業務執行だけでなく、自ら取締役による職務執行に対する監督を行い、業務を適法にかつ定款

と経営方針に従い執行しているか、等の監視機能の双方を果たしております。 

 取締役会の開催は、毎月の定例取締役会だけではなく、緊急を要する案件があれば機動的に臨時取締役会を開催しておりま

す。取締役会においては活発な議論が交され、合議制により迅速な意思決定がなされております。取締役会は、社内取締役４

名の取締役で構成されております。 

 しかし、さらなる監視機能強化のためには、現在の取締役会役員がすべて社内取締役のため、取締役における「意思決定・

監督」と「業務執行」の分離や社外取締役制度の導入等も検討しております。 

 社外取締役を選任するためには適切な人材が必要となり、形式的な社外取締役制度の導入は、有効な経営監視機能を発揮し

ないケースが多く見受けられるため、引き続き人材発掘に努力する所存であります。 

 当事業年度に取締役へ支給した報酬は67百万円であります。 

②監査役会 

 監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、各監査役は監査役会が定めた監査の方針、業務分担等に従い、取締役会へ

の出席や業務、財産の状況の調査等を通し、取締役の職務遂行の監査を行っており、また必要により意見を述べております。

監査役会は、毎月１回と必要に応じ開催し会計監査人からも適宜会計監査の報告を受けております。 

 当事業年度に監査役へ支給した報酬は８百万円であります。 

③監査室 

 社長直轄の独立した監査室が、各部門の業務遂行状況についての監査を行い、各組織が内部規程、法令の遵守や、リスク予

防に努め、その状況を定期的に検証する等、体系的仕組みを整備しております。 

④会計監査人 

 第三者としての立場から財務諸表監査を実施し、監査結果の報告を必要の都度受け、意見交換、改善の提言を受けておりま

す。又、会計監査人は監査役会に対し監査結果を報告するとともに情報交換を行っています。 

 なお、業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は以下の通りであります。 

 （注） 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社員の交替

制度を導入しております。同監査法人が策定した交替計画に基づき、神本満男氏は平成17年３月期会計期間をもって交替

し、野田弘一氏は最長、平成19年３月期会計期間を期限として交替する予定となっております。 

 また、監査補助者の構成は以下の通りであります。 

 公認会計士 ９名 会計士補  11名 その他   １名 

 当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は15百万円

であり、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

⑤顧問税理士、弁護士 

 それぞれ顧問契約を行い、必要に応じアドバイスを受けております。 

  

 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 
業務執行社員 

神本満男氏 
新日本監査法人

14年 

野田弘一氏 14年 



  （訂正後） 

 当社の監視機構は、①取締役会、②監査役会、③監査室、④会計監査人、⑤顧問税理士、弁護士、であります。 

①取締役会 

 取締役会は業務の意思決定、業務執行だけでなく、自ら取締役による職務執行に対する監督を行い、業務を適法にかつ定款

と経営方針に従い執行しているか、等の監視機能の双方を果たしております。 

 取締役会の開催は、毎月の定例取締役会だけではなく、緊急を要する案件があれば機動的に臨時取締役会を開催しておりま

す。取締役会においては活発な議論が交され、合議制により迅速な意思決定がなされております。取締役会は、社内取締役４

名の取締役で構成されております。 

 しかし、さらなる監視機能強化のためには、現在の取締役会役員がすべて社内取締役のため、取締役における「意思決定・

監督」と「業務執行」の分離や社外取締役制度の導入等も検討しております。 

 社外取締役を選任するためには適切な人材が必要となり、形式的な社外取締役制度の導入は、有効な経営監視機能を発揮し

ないケースが多く見受けられるため、引き続き人材発掘に努力する所存であります。 

 当事業年度に取締役へ支給した報酬は67百万円であります。 

②監査役会 

 監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、各監査役は監査役会が定めた監査の方針、業務分担等に従い、取締役会へ

の出席や業務、財産の状況の調査等を通し、取締役の職務遂行の監査を行っており、また必要により意見を述べております。

監査役会は、毎月１回と必要に応じ開催し会計監査人からも適宜会計監査の報告を受けております。なお、社外監査役と当社

との利害関係はありません。 

 当事業年度に監査役へ支給した報酬は８百万円であります。 

③監査室 

 社長直轄の独立した監査室（１名）が、各部門の業務遂行状況についての監査を行い、各組織が内部規程、法令の遵守や、

リスク予防に努め、その状況を定期的に検証する等、体系的仕組みを整備しております。 

④会計監査人 

 第三者としての立場から財務諸表監査を実施し、監査結果の報告を必要の都度受け、意見交換、改善の提言を受けておりま

す。又、会計監査人は監査役会に対し監査結果を報告するとともに情報交換を行っています。 

 なお、業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数は以下の通りであります。 

 （注） 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業務執行社員の交替

制度を導入しております。同監査法人が策定した交替計画に基づき、神本満男氏は平成17年３月期会計期間をもって交替

し、野田弘一氏は最長、平成19年３月期会計期間を期限として交替する予定となっております。 

 また、監査補助者の構成は以下の通りであります。 

 公認会計士 ９名 会計士補  11名 その他   １名 

 当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は15百万円

であり、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

⑤顧問税理士、弁護士 

 それぞれ顧問契約を行い、必要に応じアドバイスを受けております。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 
業務執行社員 

神本満男氏 
新日本監査法人

14年 

野田弘一氏 14年 
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